






















































表 1 に調査企業の概要を示した。従業者規模は，15 社のうち 10 社が，従業者数 30 から 60
人程度の中小規模の事業所である。本地域では中規模の事業所に相当する。
創業年について検討すると，1950 年代に創業した企業が 4 社と最も多く，ついで 40 年代と
60 年代に創業した企業がそれぞれ 3 社にのぼる。70 年代以降に創業した企業は，全体でも 4
社と少ない。創業の多かった 3 時期に創業した企業の業種は，40 年代がすべてメッキ業者であっ
たのに対し，50 年代，60 年代では電機系の企業ないしは機械系であった。対象企業の業種構



















得先は，15 社中 8 社が上伊那地域内の企業
となっている。残る 7 社については，7 社中
3 社が東京城南地域での技術習得を挙げるほ
か，H 社のように諏訪地域の企業で技術習得
をした例もみられる。また，J 社や K 社のよ
うに，現職との関係が低い創業者もみられる。
電機系企業の創業者は，駒ヶ根市内の帝国










































































A 5 1979 樹脂成形部品・フラップクリッパー・健康器具 南信化成・三和シヤッター
ほか 5社
プレス・メッキ
B 6 2001 水道水水質監視システム・電子顕微鏡ビューアー タカノ・長野計器ほか 6社 プレス・メッキ
C 11 1960 ダイカスト金型（3DCAD設計）・機械部品 オリンパス・横河電機ほか
7社
機械
D 12 1994 産業用各種モーター機器 シズオカほかモーター関連
企業
電機
E 30 1949 無電解Ni メッキ，三価クロムメッキ 日本発條・石川島汎用機械
ほか 150 社
プレス・メッキ
F 30 1957 OA機器シャフト・音響機器部品・歯科人工歯根 三協精機・長野リズムほか
40 社
機械
G 34 1959 事務機パイプ加工（OEM）・家庭用エレベーター タカノ・日本発條ほか 4社 プレス・メッキ
H 35 1968 レンズ研磨機・レンズ芯取機 チノンテック・オリンパス
ほか 40 社
機械
I 53 1984 OA機器シャフト・歯科人工歯根 北辰工業・アマダほか 3社 機械
J 59 1946 無電解Ni メッキ，三価クロムメッキ・亜鉛メッキ 大和電機・東洋炉機・タカ
ノほか 250 社
プレス・メッキ
K 67 1981 切削工具・プレス金型・モールド金型・微細プレス品 オリンパス・新光電気・日
本碍子ほか 50 社
機械
L 82 1967 機械部品（粉末冶金成型品）・希土類ボンド磁石 セイコーエプソン・三協精
機ほか 100 社
電機
M 100 1959 クリームハンダ印刷機・各種自動機 京セラほか国内企業 700 社 機械
N 100 1946 プラスチック無電解Ni メッキ・三価クロムメッキ シャープ・トヨタ系・日産
系企業 270 社
プレス・メッキ





企業名 創業者 業種 前職および技術習得先
A 社長父 プレス・メッキ J化成勤務（伊那市）
B 社長 プレス・メッキ T勤務（箕輪町）
C 社長父 機械 東京城南地域（金型加工）
D 社長 電機 S特機勤務（飯島町）
E 社長父 プレス・メッキ R時計勤務（箕輪町）
F 社長父 機械 東京城南地域（メッキ）
G 社長父 プレス・メッキ 東京城南地域（プレス・プレス金型）
H 社長 機械 Cテック勤務（茅野市）
I 社長 機械 未詳
J 社長父 プレス・メッキ 呉服商
K 社長義父 機械 木工工具取扱
L 会長 電機 M社勤務（駒ヶ根市）
M 社長 機械 電子測定器メーカー勤務
N 社長祖父 プレス・メッキ T通信勤務（駒ヶ根市）




































工を補完する機能を担っていたためである。しかし，1970 年代から 1980 年代後半までの期間







生産，F 社，I 社や K 社では試作開発用部品
や半製品の生産供給へと，生産内容が変化し

























部品の生産を行っている（図 4）。メッキ 3 社は，N 社では 1960 年代から，E 社と J 社は 1990
年代から化成処理によるメッキ法を採用するようになっている。また，G 社はプレス加工によ
り音響機器，光学機器部品の生産を行っていたが，1970 年代以降折りたたみいすなどの事務





































































































































































































































































































































































































































商社の伊那支店に M 社を紹介する形で，新古品として販売された。しかし，当時の C 社には
CAD に習熟した従業者がいなかったことにより，活用されることはなかった。後に，C 社は
知己を得た工作機械メーカーから試作品を受注し，それを加工した上で，見本として納入し指


































































































































これら 3 つのジャンルに分類される技術群との接触が不可欠であるという。D 社の場合，磁気
回路技術および構造設計技術の中の精密回転機構技術に秀でているが，他の技術に関しては，












































































































































































































































































6）  　そのほか，顧客自身が金型を製作して L 社に持ち込む場合もある。
7）  　この点については，渡辺（1997）は，長野県で関東・関西・中部の各「広域機械工業圏」が重なり
合うことを指摘している。







9）  　藤田・小田（2004）では，D 社と類似する企業を挙げ，出自を同じくする創業者が異なったネット
ワークに依存することで，異なった業態の企業を形成していることを示している。
























Formation of Innovative SMEs and Their Local Conditions in Less Favored Areas: 
A Case Study of the Kamiina Area in Nagano Prefecture
Kazufumi FUJITA
Abstract
In recent years the production systems of Japan’s manufacturing companies have gained 
knowledge- and technology-intensive features. This tendency has extended from 
metropolitan to rural areas. The purpose of this study is to elucidate the formation of 
innovative SMEs in rural areas from the viewpoint of interfirm networks. This study takes 
the innovative SMEs in the Kamiina area of Nagano Prefecture as examples of the 
transformation of small and medium-sized manufacturing firms in nonmetropolitan areas 
or rural areas with a concentration of industry.
 Innovative SMEs have formed and grown with the transformation of the production 
systems of Japan’s manufacturing industry. In the hope of breaking away from 
subcontracting work and expanding their business opportunities, innovative SMEs began 
to add new lines of work, such as experimental production or the development of original 
products and technologies. These changes occurred in the early 1990s in the Suwa area 
and in the 1980s and 1990s in the Kamiina area. 
 Interfirm networks enabled them to create an innovative basis with highly skilled and 
original work and sophisticated knowledge. Production networks, which comprised the 
outside-order network and equipment purchase network, differ in each area and each 
function. Outside-order networks indicate strong mutual relations with the neighboring 
Suwa area. In particular, significant relations are indicated with the sampled mechanical 
systems companies in the Kamiina area. On the other hand, the main relations of the 
sampled electronics companies and press-plating companies in the Kamiina area were 
with regional and metropolitan areas. This is seen to be a similar tendency on a technical 
basis as well.
 In conclusion, innovative SMEs have grown and developed during the economic 
evolution of Japan. In this process, the production systems of Japan’s manufacturing 
industry have changed to knowledge- and technology-based ones. The author suggests 
that innovative SMEs are the forerunners of the Japanese SMEs in the non-metropolitan 
area under the globalized economy.
43条件不利地域における試作開発型企業の成立と地域的基盤
